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要約 : 東マレ�シア�サバ州のクンダサン地域は新興の高地野菜産地である� +32*年代以降� キャメロンハ
イランドから移住した華人農民によって集約的栽培技術が確立された� 本稿は� +333�,***年にクンダサン
地域において -.戸の農家を対象に実施した質問票調査の結果に基づいて� 野菜栽培の技術と経営の実態と
問題点を検討したものである�
調査農家は合計 +2種類の野菜を栽培していたが� キャベツ� ナガネギ� トマト� レタスおよびニンジンの

/種類が作付面積の 11�を占めた� これら主要野菜の連作が一般化しており� 輪作体系の確立が望まれる�
また� 当地の野菜栽培は化学合成資材の多用を特徴とし� 農薬残留のためにブルネイから輸入拒否されるこ
とも多く� 低投入型栽培技術の開発が課題となっている�
経営規模の零細性と低収量のため� 野菜作所得は低水準に留まっている� 低収量は� 高温湿潤条件下の病
虫害によるものと考えられた�雨よけ栽培が奨励されており� +事例に基づく考察であるが�その有用性が確
認できた� 所得関数分析の結果� 作付面積の拡大と収量の向上 �施肥量の増加� が所得増加に有益であるこ
と� および農薬は過剰使用であることが確認できた� したがって� 輪作体系の確立� 雨よけ栽培の導入� 施
肥改善� および農薬節減など栽培技術体系の改良が所得向上の課題と考察した�
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第 +節 課題および方法

マレ�シアの野菜作付面積は .,,*** ha� 総生産量は
1+2,+**トンで �+33/年時点�� 国内需要を満たしていな
い� 最大の産地はパハン州のキャメロンアハイランドで
�FAMA +33.�� 生産物はクアラルンプ�ル� ペナン� イ
ポ�などの大都市のみならずシンガポ�ルへも供給され
る� 東マレ�シアにおいてはサバ州のクンダサン地域が温
帯野菜の大産地で� 生産物は東マレ�シアの地方都市のみ
ならずブルネイへも出荷されている� +332年に制定された
第 -次国家農業政策大綱では� 野菜部門に関して� 高品質
で安全な野菜の安定供給と輸出促進という ,つの政策目標
を掲げている� そのため� プランテ�ション会社の野菜部
門への参入促進� 環境制御技術の応用� 産地形成� 流通経
費の削減� 生産物の差別化�銘柄化� 総合防除の導入� 有
機野菜認証制度の導入� および研究開発の推進などの施策
が講じられている �Malaysia, +332 : +*/� 藤本�宮浦
,***��
とくに野菜の安全性の強調には次のような背景がある�
温帯野菜産地であるキャメロンハイランドおよびクンダサ
ンは標高 +,*** m以上の高地に位置し� 高地野菜栽培では

テラス畑からの土壌流亡に加え� 化学合成農薬への過度の
依存や農薬残留などの問題がある� たとえばシンガポ�ル
やブルネイへ輸出された野菜の農薬残留が FAO基準値を
上回り� 輸入が�繁に拒否されたり� 労働費� 肥料代� 農
薬代� 輸送費などが高いため� 野菜栽培は必ずしも魅力的
な投資対象ではないとの指摘もある �Tungku Ari#

AHMAD, et al. +33, ; Nik Faud KAMIL +33- ; 藤本�宮浦
+330��
一方� シンガポ�ルなどで輸入拒否された野菜は国内市
場にまわされるため� 危険な野菜を食べさせられていると
の意識が一般市民の間で増大し� 有機野菜�低農薬野菜な
ど安全性の高い野菜への需要が急速に拡大してきた� 第 -

次国家農業政策大綱ではこのような新しいタイプの需要を
ニッチ市場の台頭として位置付け� 農業省が農薬の安全使
用基準の徹底を図るためモニタ�制度や検査制度の導入を
進めているが� 一般農家の健康�環境保全意識は未だに低
い �藤本�宮浦 ,***�� マレ�シアにおける野菜作経営の
過去の調査研究はキャメロンハイランドに限定され� また
安全性視点からの調査結果はほとんど見られない �ADB

+322 ; 花田 +332 ; 藤本 +332�� したがって� 野菜栽培技術
の実態を解明し� 安全な野菜生産を推進する方策を検討す
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ることが重要である�
本稿は� 継続実施中の東南アジア高地野菜に関する調査
研究の成果の一部である� この長期研究は� 生態系と調和
し経済的に自立可能なエコエコ農業の確立を推進するた
め� 野菜栽培の経営と技術に関する実態と問題点の解明お
よび対策の検討を目的としている� とくに自然生態系や社
会経済条件の異なるいくつかの地域での調査研究が蓄積さ
れつつある �藤本 +331 ; FUJIMOTO and ABDULLAH ,**+��
われわれは +333年の後半に� これまでの調査報告がない
野菜栽培の実態が不明なクンダサン地域において� -.戸の
農家を無作為に選出して質問票調査を実施した+�� 必ずし
も無農薬栽培など安全な野菜栽培技術の確立の課題に絞っ
たものではないが� そのような研究展開に不可欠な栽培技
術と経営の実態と問題点の解明に努めた�
本稿は� 質問票調査デ�タに基づいて� 野菜栽培技術体
系の整理と所得分析を中心に行うことを目的とし� 以下の
構成とする� 次節でクンダサン地域と調査農家の概要を論
述してから� 第 -節で調査農家の野菜作付体系を整理す
る� 第 .節の経営分析では� 高収益作物と称される温帯野
菜を栽培している農家においても所得水準はそれほど高く
ないことを明らかにした上で� 所得決定メカニズムの計量
分析を行う� 第 /節は本稿の結論である�

第 ,節 調査地と調査農家の概要

クンダサンは� サバ州都コタキナバルからサンダカンへ
抜ける幹線道路を約 /* km南下した地点�すなわちキナバ
ル山 �標高 .,00* m� の山麓 +,,/* m付近に位置し� 登山客
の拠点および避暑地となっている� 行政的にはサバ州ラナ
ウ郡 �Ranau District, Sabah State� に属し� 冷涼な気候
条件に恵まれ� 東マレ�シア最大の野菜産地である� 表 +

に示した月別降雨量から明らかなように� クンダサンでは
年間 +,2** mmを越える降雨量があるが� ,�.月は厳しい
乾燥の期間である� 年平均気温は +.�-,�で� ++�,月が
低温期である� 一般的に� 低地で行われる稲作は 3�++月
に作付けし� -�.月に収穫する� 野菜は周年栽培が可能で
あるが� 年 ,回のピ�クがある� 第 +は +�.月の作付け�
.�1月の収穫であり� 第 ,の集中は +*�+,月の作付け�
,�.月の収穫である,��

ラナウ郡は� 西はキナバル山� 東は他の山脈に囲まれた
ラナウ盆地 �標高 /3* m� を中心に展開している� 総面積
は約 -*万 ha� 総人口は約 //,***人 �+333年現在� であ
る� 総面積の ,+�に当たる 0万 haが農業開発適地と見な
されているが� 現在のところ開墾�作付けされている農地
面積は約 +万 haに過ぎない �表 ,�� 主要作物は天然ゴム
とカカオで� 全体の約 /*� を占める� 野菜畑は全体の
+0�に達している�
クンダサンにおける野菜栽培の歴史は比較的新しい� マ
レ�シアとして独立した直後に� 農業局が当地に農業試験
場 �Highland Agricultural Experiment Station, Kun-

dasang, Department of Agriculture, Sabah� を設置し�
冷涼な気候に適した農業の確立を目指した試験研究を開始
した� それまで当地では野菜栽培は皆無で� 一般的には陸
稲やトウモロコシが点播方式で栽培されていた� +30*年代
に入ってから� 農業局は温帯野菜栽培の導入を目指した指
導を開始し� 徐�に普及した� しかし� 導入当初はそれま
での点播方式 �point system� をそのまま継承して野菜栽
培を行っていた�

+32*年代に入ると�キャメロンハイランドから華人農民
が移入し� 野菜畑を借入し� 当地にとっては全く新しい農
法によって野菜栽培を開始した� すなわち� 耕起� 移植�
およびテラス畑による野菜栽培であり� 地元農民もこの方
式を真似し始めた� 同時に� インドネシア �テイモ�ル地
域� からの移民労働者を分益契約で雇用する農民が出現し
始 め た� +32/年 に は 村 落 開 発 組 合 �Koperasi

Penbangunan Desa : Rural Development Cooperative�
によって潅�計画が実施され� 各圃場に用水パイプが設置
されたので� 乾季における野菜栽培が容易になった-��
当地の野菜栽培は今日では一応の安定生産を見せている
が� ラナウ郡農業局によって� 次のような -つの問題点が
指摘された� 第 +は化学合成農薬への過度の依存である�
ブルネイやサラワク州へ輸出される野菜は� 抜打ちの農薬
残留検査を受けるが�その結果��繁に搬入が拒否される�
とくにブルネイ政府は野菜ケ�スに生産者氏名などを記載
したレッテルを貼らせ� 問題のある農家には支払わないと
いう厳しい姿勢をとっている �Tagging systemと呼ばれ
る�� このような農薬残留問題はインドネシア人労働者を
管理することが難しいからといわれていたが� 労働者が雇
用主の意向を無視して過度の農薬散布を行うとは考えにく
く� 真偽の程は定かではない� いずれにしても� 農薬散布Table + Average monthly rainfall in Sandakan and

Kundasan, +312�+321

Table , Farm land area by Land Use in Ranau, Sabah

(+333)
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量を節減するために� 農業局としては総合防除� ネット栽
培� 有機栽培などを奨励していた� なお� 肥料に関しては�
鶏糞堆肥を主に利用し� 追加的に化学肥料を投入するのが
一般的であった�
第 ,は土壌流亡である� 当地で +31*年代まで行われて

いた点播方式は不耕起栽培であると同時に� +�,作後には
圃場を変える移動耕作であった� その後� テラス圃場の耕
起を伴う周年栽培へと変化し� 土壌流亡が深刻な問題と
なってきた� この対策として� +33*年代以降� 雨よけ栽培
が奨励されていた�
第 -は輪作体系の欠如である� 収益性の高い野菜を交互
に作付けるのが一般的で� その結果� トマト� エンドウ�
ピ�マンおよびキャベツの .種類が主たる野菜になってい
た� これらを +年に -回栽培する農家が多かった�
以上� クンダサン地域における野菜栽培の概要を述べ

た�当地で -.戸の農家調査を実施したので�最初に表 -に
経営規模別に見た調査農家の分布を示した� 全体の平均規
模は ,エ�カ�弱 �約 12 a� +エ�カ�は約 .* a� で� 調査
農家の /3�は ,エ�カ�未満の零細規模であった� 調査
農家は全て自作農であり� 農業局が指摘したようなインド
ネシアからの移民農民は含まれていなかった.�� +323年時
点での農家数が少ないのは� 当時は農業に従事していな
かった若い農民が調査対象に多く含まれていたためであ
る�
これら農家の調査結果を踏まえて平均的農家のプロ

フィ�ルを表 .に示した� すなわち� 調査農家には次のよ
うな特徴があるといえる�まず�家族規模は 0.1人で�うち
,.0人が農業従事者であった� 世帯主は ..歳で� 彼自身に
加えて妻および +人の子供が野菜栽培に従事していたとい
える� 農民は小学校を卒業した程度の学歴しか有しなかっ
たが� +*年を上回る農業経験を持っていた� しかし� 経営
畑面積は約 *.2 haで� 決して大きくはなかった� 平均的に
は -枚の圃場を有し� 家から圃場までは遠く� 平均で +./

kmも離れていた� これは� 集落が道路沿いに密居村形態
で存在し� 圃場は周辺の傾斜地に展開していることを反映
している� その結果� 通作時間がかかり集約的な土地利用
には不向きと考えられる� 経営面積が小さく労働力が豊富
にもかかわらず� 土地利用率は +-1�に留まっていたこと
が首肯できよう/��
当地の野菜作農家は野菜栽培に特化していた� �かな鶏
や魚を庭先で飼育するが� 肉牛� 山羊などの中大動物をほ

とんど保有しないので� 堆肥は全て購入していた� また�
手動式噴霧器は ,�-台保有するが� それ以外の機械類は
ほとんど所持していなかった� 雨よけ栽培が指導されてい
るが� 実際には露地栽培が支配的であった�
それでは� 次節以降で調査結果に基づいて� 野菜作経営
の実態と問題点を明らかにする�

第 -節 野菜栽培の体系と技術

� 作付体系
最初に� 調査農家による野菜作付体系を検討しよう�

+332年 3月から +333年 2月までの +年間における月別の
野菜作付農家数を表 /に� 作付面積を表 0に示した� これ
ら ,つの表は� 収穫時期を無視し� どんな野菜をいつ作付
けたかに限定したデ�タであり� 各圃場の作付体系を示す
ものではないが� 調査農家による全体的な野菜作付傾向を
検討するためには支障がない� これらの表から次の諸点が
読み取れる� 第 +に� 作付けが確認できた圃場 /2.01エ�
カ�における +年間の野菜作付面積は延べ 2*.-2エ�カ�
に達し� 土地利用率は +-1�となる� 総作付面積の ,0�が
キャベツ� +3�がナガネギ� +1�がトマトであった� これ
ら -品目が全体の 0+� を占め� 調査農家の主要産品に
なっていた� また� 農家数で検討すると� 全体の -2�が
キャベツ� ..�がナガネギ� /-�がトマトを栽培したこと
が確認できる�
第 ,に� 新規作付けのピ�クは 3�++月であるが� ,�0

月にも小さめのピ�クがあることが分かる� 前者は雨季に
入った直後から作付けが集中することを示すものである
が� 後者は乾季の最中においても野菜栽培が継続されてい

Table - Frequency distribution of farmers by size of

owned vegetable land area

Table . Profile of average farm household in Ranau,

Malaysia
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ることを表している�前述のように�当地では +32*年代の
半ばに潅�計画が実施され� 乾季にも水が入手可能になっ
たことによるが� しかし作付面積が全体として 3�++月時
期より少ないのは� 潅�水の供給量が不十分であることを
示している� 農家インタビュ�によっても乾季における水
不足が確認できた� また� +,�+月および 1�2月に作付面
積が極端に減少するのは� この時期は大雨になる傾向が強
いからである� 雨よけ栽培が奨励されているが� 現実には
露地栽培が支配的であるため� 農家は大雨の時期に作付け
を回避する傾向があるといえる�
第 -に� 調査期間中に合計 +2種類の野菜が栽培された�
キャベツ� ナガネギ� トマトが -大野菜であったことは前
述した�次いで多いのが�レタスおよびニンジンであった�
これら /品目で作付面積全体の 11�を占めた�他に�リ�

ク� エンドウ� ブロッコリ�など多種類の温帯野菜が栽培
されていたが�面積は小さく�かつ +�-戸の農家が栽培す
るだけであった� したがって� 調査農家の野菜栽培の特徴
は /品目� とくにキャベツ� ナガネギ� トマトの -大品目
に集中していたことである� このような数種類の野菜栽培
への特化は� 日本にあるような産地指定制度とは無関係で
ある� 明確な理由を確定できないが� 農家のインタビュ�
調査によれば� 市場動向を踏まえた作物選択行動が明らか
であったことを指摘しておく� つまり比較的高い価格で販
売できる野菜に集中して栽培する傾向が強かったのであ
る� その結果� 作付体系は地力維持に配慮した輪作体系が
欠如することになっても不思議ではない�
次いで� 表 1にこれら /品目の同一圃場における連作状
況を示した� 表 /および表 0との関連では� 次のようにい

Table / No. of farmers planting vegetables by month, Sep 32-Aug 33

Table 0 Monthly planted area of vegetables by farmers studied, Sep 32-Aug 33
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える� たとえば� +-戸の農家 �表 0� がキャベツを栽培し
た訳だが� 月別の新規作付でカウントすると� ,,戸の農家
�表 0�が ,*./*エ�カ� �表 /�でキャベツを栽培したこと
になる� 表 1に示したように� +-戸のうち 1戸は調査対象
の +年間に +回 �総作付面積は +0.*エ�カ�� しか作付け
しなかったが� -戸は ,回 �総作付面積は +./エ�カ���
また別の -戸は -回 �総作付面積は -.*エ�カ�� 連作し
ていた� したがって� +-戸中 0戸は ,回以上キャベツを連
作したことになる�同様に�ナガネギの場合は +/戸中 3戸
が連作した�トマトに関しては +2戸中 1戸�レタスは 2戸
中 /戸� またニンジンは 3戸中 .戸が連作していた�
以上のように� 農家の約半数は主要野菜の +つを繰返し
栽培し� 残りの半数は主要野菜のうち ,つを順次栽培した
と考えられる� 同一野菜の連作は土壌病害の主要な要因と
指摘されているが� 調査地では土壌消毒技術は導入されて
いない� たとえ連作障害は今のところ深刻でないとして
も� それは時間の問題で� 当地の野菜栽培にとっては土壌
病害を回避する輪作体系の確立が緊急課題といえよう�

� 栽培技術の問題点
第 ,節で述べたように� 農業局は調査地の野菜栽培に関
して -つの主要問題を認識していた� 表 2は調査農家が指
摘した野菜栽培上の諸問題を示したもので� より多くの問
題点が明らかになった� とくに� 病虫害 �02�の農家が指
摘した�� 生産物価格変動 �0,��� 資材価格高騰 �/*���
降雨過多 �.1��� 地力低下 �-/��� 水不足 �-,�� など
の問題点が多くの農家によって指摘された� このうち病虫
害や地力低下は連作と関連がある可能性が高く� 輪作体系
の確立が望まれる� 残念ながら� 質問票では病虫害をタイ
プ別に区分しなかったので� 病虫害のうち土壌病害の比率
を確定できなかったことを付記しておく�
このような病虫害に対しては化学的防除が主要対策とし
て実施されていた� カリフラワ�� ブロッコリ�� レタス�
ニンジンの .種類を -エ�カ�の畑で連作している某農家
との直接インタビュ�によれば� ニンジンは 3*日の作期
中に -回� レタスは -*日中で ,回しか農薬を散布しない
が� カリフラワ�とブロッコリ�は概ね -日に +回の�度
で 3*日間に ,1回も散布していた� 毎回� ,種類の殺虫剤
と +種類の殺菌剤を混ぜていた� このように� 収穫の直前
まで散布を繰返すので� 農薬残留が深刻になりやすい� た
だし� 農薬散布時の安全性確保のため� 長そでシャツと長
ズボン着用に加えて� 長�� 手袋� 帽子などの使用は一般

化しているようだった �表 2�� マスク着用率はやや低く�
一層の改善が必要であると思えた�
ところで� クンダサン地域で農業局が積極的に指導して
いる雨よけ栽培プロジェクトを調査する機会があった�
+332年に州政府の予算で -棟のハウスが建設され�以来�
ピ�マンとトマトを中心に栽培していた� 屋根はビニ�
ル� 壁はネットのハウスで� 雨の侵入を防いでいた� カリ
フラワ�とハクサイを加えた輪作体系が確立されていた�
ここで注目したいことは� 雨よけ栽培のため病虫害の発生
が少なく� 農薬 �殺虫剤と殺菌剤� 散布は月 +回の�度で
済んでいたことである� コスト節減効果が大きいだけでな
く� 収穫期間が長くなり総収量の改善が顕著であった� た
とえば露地で栽培するトマトは +作で .回程しか収穫でき
なかったが� ハウス内では +/回以上の収穫が可能になっ
ていた� さらに生産物の品質が良いので� 販売価格も露地
栽培野菜より -*�以上高いことが確認された� 以上のこ
とは農業局が奨励するように� 雨よけ栽培の利点を示した
ものである� しかし� 約 /* m,の小さいハウスでも約 +*万
マレ�シア�リンギ �以下� MRと略す� の施設投資が必
要で� 後述するような低所得の農家にとっては経済的困難
が伴う�

第 .節 野菜作経営の所得

� 所得水準
表 3は主要 /品目の野菜について� 調査対象期間中の栽
培面積� 生産量� 販売額などを示したものである� 回答の
あった農家のみを整理したので� 表 /に示した品目別栽培
農家数とは一致しない� まず� 生産と販売に関するデ�タ
の信憑性を吟味するために� 平均販売価格を検討した� 平
均価格は +年間の総販売額を総生産量で除して求めたの
で� 必ずしも毎日の価格変動を踏まえた平均価格ではない

Table 1 Frequency of cultivation on the same plot by

commodity, Sep 32-Aug 33

Table 2 Major problems and pest control practice in

Ranau, Malaysia
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が� 目安としては有効であろう� つまり� 調査農家の実績
を踏まえて + kg当たりの平均販売価格を算出すると�
キャベツがMR +.+*� ナガネギがMR +.0-� トマトがMR

+.-*� レタスがMR +.2+� およびニンジンがMR +./.と
なった� 一方� +333年 3月 ,*日時点の集荷業者の買入価
格 �農家の販売価格� は� キャベツがMR *.0*� ナガネギ
がMR +.,*� トマトがMR +.**� レタスがMR ,.**� また
ニンジンがMR +./*であった0�� キャベツについては両者
間の差が大きいが� その他 .品目については大きな差違が
ないことから� 質問票調査による農家デ�タは信頼性がか
なり高いと思われる�
そこで� 改めて表 3に示したデ�タを検討すると� +

エ�カ�当たりの平均収量はトマトが ,.0トンであるが�
キャベツは ,トン程度� またナガネギ� レタスおよびニン
ジンはいずれも +.0トン前後にすぎない� 日本での + ha当
たり収量は� トマトが /0トン� キャベツが -2トン� ナガ
ネギが ,+トン�レタスが ,.トン�またニンジンが ,3トン
であることに比べて1�� 全体として調査地の収量が著しく
低いことが明らかである� 野菜収量には� 栽培技術に加え
て品種や市場が求める規格の相違などが影響すると考えら
れるが� それにしてもクンダサン地域の収量は極端に低
く� この要因の解明と収量向上技術の構築が必要である�
表 +*に経営規模別にみた野菜作経営収支を示した� 残

念ながら労働投入については信頼できるデ�タが収集でき
なかったので� 物財費に限定して費用計算を行った� 物財
費には� 種苗費� 肥料費 �有機質肥料と化学肥料�� 農薬費
�除草剤� 殺虫剤� 殺菌剤� 生長促進剤の費用� および燃料
費を含んでいる� 当地の小規模家族経営ではほとんどの作
業を家族労働で実施することを踏まえれば� 物財費は経営
費の実態にかなり近い数値とみなすことができる� これで
は大雑把過ぎるとの批判を覚悟の上で計算結果を検討する
と� +エ�カ�当たりの物財費はMR +,.2, �うち肥料費が
MR 2+*� 農薬費がMR --/� で� 平均所得はMR -,33*に
なった� 平均規模が +.30エ�カ�であるから� 野菜作経営

の年間の平均所得は +戸当たりMR 1,2,* �約 ,-.,0**円�
以下に過ぎないといえる� いうまでもなく� より正確に経
営費を算出すれば� ここに示した物財費より高額になり�
その相当額だけ所得が低くなる�
なお� 経営規模別に検討すると� 大規模層の単位面積当
たり物財費� 総販売額� 平均所得はいずれも小規模層より
低いことがわかる� 経営規模が大きい農家は� 圃場が急斜
面や家から遠い地点に分布し� かつ大雨や水不足の影響を
受け易いため� 集約度が低くなりがちである� そのため�
+エ�カ�当り収量が低下し� 販売額も小さくなると考え
られる� しかし� 大規模層でデ�タが確定できたのが .戸
に過ぎず� 詳細な経営規模別の議論は今後の課題とした
い�
マレ�シアでは稲作に比べて高収益作物とみなされる野
菜を栽培する農家の所得は� 本当に稲作農家の所得より高
いのであろうか� 同じ +333年に半島マレ�シア�グア
トッサイド村で実施した調査結果によれば� 稲作所得は +

エ�カ�当たりMR +,,02�作であった� 平均水田経営面積
は +戸当たり -エ�カ�で� しかも水稲二期作が可能なこ
の村では� 年間の稲作所得は +戸当たり約MR 1,0**と
なった �藤本�宮浦 ,***��つまり�稲作農家と野菜作農家
の平均所得はほとんど差がなかったことになる� たしか
に� マレ�シアでは手厚い保護対象となっている稲作の�
しかも優良地帯における事例とキャメロンハイランドに比
べて劣るとみなされているクンダサン地域における野菜作
農家の事例を比較した結果であり� 普遍性に疑問があるか
も知れない� しかし� 少なくともクンダサン地域では野菜
作経営の所得は� 一般的に考えられているほど高くはな
い�

� 所得関数の計測
野菜作経営の所得向上が重要課題であることが明らかに
なったので� 本項ではコブダグラス型の所得関数の計測を
通じて所得決定メカニズムを定量的に解析し� 今後の改善

Table 3 Production and sale of major crops in Ranau, Malaysia, Sept 32-Aug 33

Table +* Average cost and income per acre of vegetable cultivation, Sep ‘32-Aug ‘33
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方向を検討する�調査戸数は -.戸であったが�所得関数の
計測には調査が比較的正確であった ,*戸のデ�タを用い
た� まず� 計測に用いた変数を説明する�
従属変数 �Y� としては� 調査対象期間 �+年間� におけ
る総販売額 �MR�を用いた�この粗収益の説明要因として
合計 1つの独立変数を用いた�X+は +年間の野菜作付面積
�エ�カ�� で� X,は畑面積 �エ�カ�� である� X-は前
項で示した物財費 �MR�� X.は農薬費 �MR�� X/は肥料費
�MR� である� 以上の物的投入財は全て粗収益に対し正の
影響を有する決定要因と考えられる� 本来なら労働変数も
必要であるが� すでに述べたように労働投入に関しては信
頼できるデ�タが収集できなかった�
本分析では� さらに ,つのダミ�変数を用いて定性的要
因の影響を検討した�X0は非農業経験ダミ� �有�+�無�
*�で�市場対応型の野菜作経営には農業以外の職業に従事
した経験が効果的であるという仮説を前提としている� X1

は水問題ダミ� �有�+� 無�*� である� これは� 当地で
は潅�設備が整っているとはいえ供給水量が不十分である
可能性が高いこと� および雨季の一時期には大雨のため作
付けを控える傾向があることを反映して� 各農家が直面す
る水問題の深刻度が野菜の所得決定に及ぼす影響を定量的
に吟味することを狙った変数である�
以上のような変数を用いて� -つのモデルで計測した結
果を表 ++に示した� モデル�では作付面積� 物財費� 非農
業経験�モデル�では農薬費�肥料費�畑面積 �経営規模��
またモデル�では作付面積� 物財費� 水問題のそれぞれ -

変数を用いた�計測結果に関して�次の諸点に注目したい�
第 +に� -つのモデルとも自由度調整済み決定係数は

/*�台で� 統計的にそれ程優れた計測結果とはいえない
が� サンプル数が ,*戸と小さく� 労働変数が使用できず�
また第 -者の手によってデ�タが収集され信憑性に疑問が
ないとは言い切れないことなどを考慮すれば� 検討に値す
る結果を示すものと考えられる� 決定係数を踏まえれば�
粗収益のバラツキの少なくとも半分以上を -変数で説明で
きる�
第 ,に� 作付面積 �b+� と物財費 �b-� の回帰係数がいず

れも有意で� これら ,変数が野菜作経営の所得決定におい
て重要な貢献をしていることが確認できた� 生産弾性値は
作付面積が *..-� 物財費が *.-/前後で� 両者の合計は *.12

となる�つまり�両者を +*�増投すれば� 1.2�の粗収益増
加が期待できる� 作付面積の拡大は経営面積の拡大および
土地利用率の向上から達成可能であるが� 野菜栽培適地が
限定されているので後者の方が実現の可能性が高い� その
ためには潅�システムの改良や雨よけハウス栽培の導入な
どが課題となる�
第 -に� モデル�において畑面積の回帰係数 �b,� が負
の符号を冠している� この変数は経営面積と同義であるか
ら� この結果は経営規模は粗収益の増大に正の貢献をして
いないことを示唆している� 一方� 他の ,つのモデルでは
作付面積拡大の重要性が示され� 計測結果が矛盾するよう
に見える� たしかに畑面積係数は +*�水準でも有意でな
いので� 無視しても構わないと思われるが� ここで +つの
重要な可能性を検討しておく� すなわち� 当地では� 前述
のような圃場面積にかかわらず一定量の潅�水しか供給さ
れないこと� および新規の畑造成は急斜面や潅�設備から
遠い地点でのみ可能なことなどのため� 経営面積の拡大は
必ずしも集約度を維持した生産量の増大になっていないと
考えられる� モデル�の水問題係数 �b1� が負の符号を冠
し� 農家の認識において水問題がある場合� 作付けが制限
されたり収量が低下したりして粗収益が低くなる傾向があ
ることも関連して理解できる�ちなみに�表 +*では小規模
農家に比べて大規模層の集約度と平均所得が低いことが示
されたが� この傾向も畑条件と土地利用水準との関連の下
で理解すべき現象と考えられる� つまり� 当地の野菜作経
営の改善には� 単なる経営面積の拡大ではなく� 潅�改良
や降雨対策を踏まえた土地利用率の向上による作付面積の
拡大と収量の向上が重要であることが再確認できる�
第 .に� 物財費は主として肥料と農薬費からなり� これ
らの投入増加が収量と品質の向上を通じて粗収益の増大に
�がることが示された� そこで� モデル�において� 肥料
と農薬投入を別�の変数として同様な計測を試みた結果�
興味深いことが明らかになった� すなわち� 農薬の回帰係

Table ++ Estimates of income function
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数 �b/�は /�水準で有意�かつ負の符号がついている�一
方� 肥料 �b0� は正の数値で� かつ +�水準で有意である�
これらを総合すると� 他 ,つのモデルでは物財費の回帰係
数が正の数値を示していたが� 内実は肥料投入が収量の向
上と粗収益の拡大に貢献していたわけで� 農薬については
過剰投入であったことが分かる2�� この結果は� �繁に農
薬を散布する実態を反映したもので� 調査地の野菜栽培の
技術問題を定量的に確認したことになる� 前述のように�
野菜の種類によっては -日おきに散布するのが一般的であ
ることを踏まえれば� 過度の防除がなされていることを意
味し� 適正防除技術の確立が緊急の課題といえる�
第 /に� 非農業経験の回帰係数 �b0� は +*�水準で有意
ではないが� 正の符号を冠している� つまり� 過去に出稼
ぎなどで非農業部門に従事したことがある農民は� 一貫し
て農業に従事してきた農民に比べて� より市場対応型であ
ることを示唆している�
以上� 所得関数の計測によって� 野菜作経営の所得向上
には作付面積の拡大および肥料の増投による生産量の増大
が基本課題であることが確認できた� 病虫害防除について
は� 現在の農薬散布レベルでは過剰であり� 節減しても収
量に影響がないと考えられた� 農薬の節減は環境や健康に
有益であるので� 無駄をなくした明確な防除基準の策定が
必要である�

第 /節 結 論

クンダサン地域では� +32*年代に半島マレ�シアの野菜
先進地キャメロンハイランドから移入してきた華人農民に
よって今日の集約的な野菜栽培方式が確立された� 当地は
サバ州全域だけでなくブルネイへの野菜供給基地である
が� 農薬残留のため度�輸入拒否されるなど� 野菜栽培の
問題が顕在化してきた� 第 -次国家農業政策大綱には野菜
の安全性の確保が明記されているように� 全般的に野菜栽
培における農薬使用が問題とみなされている�
本稿では� 過去の調査結果が見当たらないクンダサン地
域の野菜栽培の技術と経営の実態について� -.戸の農家調
査結果を踏まえて論述した� とくに野菜の作付体系� 経営
収支および所得決定メカニズムを解析した� 調査地では
キャベツ� ナガネギ� トマトの -品目が総作付面積の 0+�
を占めるなど� 特定の野菜栽培に特化しており� 地力維
持�土壌病害回避を目指した輪作体系が確立していなかっ
た�また�大雨対策として雨よけ栽培が奨励されているが�
実際には露地栽培が支配的であった� 一般的に病害虫の被
害が大きく� 収量水準が著しく低い� その結果� 平均的な
野菜農家の所得は予想した水準より低く� この向上が重要
な課題であることが判明した�
所得関数の計測によって� 所得向上には作付面積の増大
と肥料の増投が有効であることが明らかになった� 物理的
な畑面積の拡大ではなく� 潅�改良や降雨対策に立脚した
土地利用率の向上を通じた作付面積の拡大が所得の向上に
とって重要である� 農薬については過剰使用であることも
統計的に確認できた� すなわち� より高品質で高い収量を
生み出す栽培技術が必要であるが� それは農薬への依存度

を高めることではなく� 雨よけ栽培や輪作体系の確立にこ
そ求められるべきと結論できる�

注

+� われわれは� 平成 ++年度日本学術振興会特定国派遣研究
者として� +333年 3月にクンダサン地域を訪問した� 日程的
制約のため� 筆者らの現地調査は概況把握や質問票調査の準
備に留まったが� 幸いにもラナウ郡農業局の協力の下で� 普
及員 ,名が +333年 +*月�,***年 +月の期間に -.戸の農家
を対象に質問票調査を実施した� この質問票調査は平成 ++

年度東京農業大学国際食料情報研究所プロジェクト研究の一
環として実施した� サバ州政府農業局� マレ�シア農業開発
研究所 �MARDI� およびマレ�シア�プトラ大学 �UPM�
の調査協力に謝意を表する� なお� デ�タ集計では ,人の学
生 �Siti JAHROHと碓井竹美�から協力を得たことに対し�合
わせて感謝する�

,� ラウナ郡農業局から入手した情報 �+333年 3月 ,*日��
-� 圃場は +�/エ�カ�の規模であるが� 面積に関係なく一
定量の潅�水が供給される� したがって� 水利費も圃場 +枚
当たりMR+**�月である�

.� 前述のように� 農家質問票調査はラナウ郡農業局に委託し
て実施した� 無作為調査を依頼したが� 農業局調査員が共通
言語を話し人的関係を有する地元農民に限定してサンプルを
選出したため� インドネシア人の分益小作農が除外された可
能性が高い�

/� たとえばインドネシア�バリ島高地の温帯野菜栽培村にお
ける平均土地利用率が ,0*�に達している �FUJIMOTO and

KAMARUDDIN ,**+� ことに比較すれば� 温帯野菜の周年栽培
が可能な村落において +-*�台の土地利用率は低いといわざ
るを得ない�

0� クンダサンにはラナウ郡が管理する公設集荷市場 �Pasar

Kundasang� があり� 約 +**店鋪� -**人の集荷業者が野菜
流通に従事している� 毎朝� 彼らは農民から野菜を買付けて
店鋪に保管しておき� コタキナバルなど州内の主要都市から
トラックで仕入れに来る卸売業者へ販売する� 買入れ価格は
数人の集荷業者に筆者がインタビュ�で直接入手したもので
ある� なお� 調査時点ではMR +は約 -*円であった�

1� 日本における品目別収量は� ポケット農林水産統計 �平成
+,年版� に示された� 平成 +*年度の収穫量を作付面積で除
して求めた数値�

2� 同時期に実施したフィリピン�ミンダナオ島の高地野菜調
査の結果では� 肥料と農薬の両変数についての回帰係数は正
の符号を有した� すなわち� ミンダナオでは農薬の過剰投入
問題はないと判断できた �藤本�宮浦 ,**+��
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Farm Management Study of Highland Vegetable

Cultivation in Sabah, Malaysia : Farm

Questionnaire Survey in

Kundasang Area

By

Akimi FUJIMOTO* and Rie MIYAURA*
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Summary : The largest vegetable production area in Malaysia is Cameron Highlands on the Malay

Peninsular, where intensive farming has been conducted for many decades. Kundasang area, located

on the slope of Mt. Kinabalu in the State of Sabah, has recently grown to another major highland

vegetable producer in the country. We conducted a questionnaire survey of -. vegetable growers in

the area in +333/,*** in order to clarify the current conditions of vegetable farming.

This paper presents findings of the study in relation to the following four subjects : vegetable

cropping patterns, cultivation technology issues, vegetable farm income, and income function analy-

sis. A total of +2 kinds of vegetable were grown during the period under study, but there was a heavy

concentration on five kinds, cabbage, spring onion, tomato, lettuce and carrot, which constituted 11�
of the total planted area. There were many cases of continued cultivation of the same species of

vegetables, pointing to the need of establishing proper crop rotation systems. Vegetable cultivation

also depended heavily on the use of chemical synthetic pesticide.

Due to small farm size and low yield of vegetables, vegetable farm income was relatively low. It

appeared that low yield was mainly caused by pests and diseases under severely wet conditions.

Introduction of rain shelter was considered essential for the improvement of vegetable farming in the

area. Income function analysis also confirmed that an increase in vegetable income could be expected

from a larger planted area and a higher dosage of fertilizer. However, importantly, pesticide appeared

to be applied beyond the optimum level.

Key Words : highland vegetable, cultivation technique, cropping pattern, farm management, income

function
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